
 

 

 

 

 

 

学校給食の無償化における 

財源措置に関する要望 
 

 

 

 

 

令和７年１２月 

 

普通交付税不交付団体 東海３県２０市 

（名古屋市、岡崎市、半田市、碧南市、刈谷市、 

豊田市、安城市、小牧市、東海市、大府市、 

高浜市、日進市、田原市、みよし市、長久手市、 

富士市、御殿場市、裾野市、湖西市、四日市市） 



 

 

 

学校給食の無償化につきましては、現在、国において、その財源

を含め、具体的な制度設計に向けた本格的な協議がなされておりま

す。 

無償化の実施にあたっては、恒久的かつ安定的な多額の財源が必

要になることから、財源が地方交付税措置となった場合、普通交付

税不交付団体にとっては、財政運営に大きな影響を与えることにな

ります。 

学校給食の無償化のような全国一律で実施される国の施策は、国

の責任において、必要な財源を保障すべきです。その財源を交付税

措置とすることは、国の財源負担を不交付団体に一部転嫁するもの

であり、到底容認できません。 

学校給食の無償化は、義務教育に係る負担軽減の観点で行われる

べきものであり、地方負担が生じるような財政支援ではなく、国の

責任において、必要な額を全額国からの補助金で確実に確保する仕

組みとされるよう、強く要望します。 

 

 



 

 

要 望 事 項 

 

学校給食の無償化の実施にあたっては、全国一律で実施される国

の施策であることに鑑み、自治体間における費用負担の格差が発生

しないよう、必要額の全額を国からの補助金とし、全ての地方公共

団体に確実に財源措置を講ずること。 

 

令和７年 12 月３日 

 

名古屋市長 広沢 一郎    岡崎市長  内田 康宏 

半田市長  久世 孝宏    碧南市長  小池 友妃子 

刈谷市長  稲垣 武     豊田市長  太田 稔彦 

安城市長  三星 元人    小牧市長  山下 史守朗 

東海市長  花田 勝重    大府市長  岡村 秀人 

高浜市長  杉浦 康憲    日進市長  近藤 裕貴 

田原市長  山下 政良    みよし市長 小山 祐 

長久手市長 佐藤 有美    富士市長  小長井 義正 

御殿場市長 勝又 正美    裾野市長  村田 悠 

湖西市長  田内 浩之    四日市市長 森 智広 


